
事業番号 0072

                       平成２４年行政事業レビューシート              (法務省)

総務企画部副部長
丸山　毅

事業名 開発途上国に対する法制度整備支援の推進 担当部局庁 法務総合研究所 作成責任者

事業開始・終了
(予定）年度

平成７年度 担当課室 総務企画部総務課

会計区分 一般会計 施策名 法務行政における国際化対応・国際協力

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

法務省設置法第４条第３７号
法務省組織令第６１条，第６２条第１項第４号

関係する計画、
通知等

法整備支援に関する基本方針（第２１回海外経済協力会議）
日本再生の基本戦略（平成23年12月24日閣議決定）

予
算
の
状
況

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

アジア諸国を中心とする開発途上国や市場経済への移行を進める国が行う法制度整備に対する支援を推進すること，法制度の
整備・運用に関する知識や技術の諸外国との共有を推進することにより，各国による法の支配の確立と健全な成長のための法的
基盤作りに寄与するとともに，我が国を含むアジア地域の持続的発展，更には国際社会の平和と安全に貢献することを目的とす
る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

相手国の要請やその実情に応じて，民法・民事訴訟法等の基本法令の起草支援，法の執行機関の強化を含む法制度の運用支
援，法曹実務家等の人材育成支援等の法制度整備支援事業を行う。その手段として，本邦での各種研修の実施，相手国での現
地セミナーの実施，専門家の派遣などを行う。
相手国との間の共同調査研究活動として，我が国・相手国での研究会等の開催，専門家の派遣・招へいなどを行う。

72 60

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万
円）

繰越し等 － －

23年度

－

21年度 22年度

補正予算 △ 8

24年度

90 90

25年度要求

当初予算 84

△ 6

－

計 76 66 60 90 90

執行額 66

執行率（％） 86.8% 90.9% 93.3%

60 56

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

法制度整備支援活動の一環として行う国際研修
等に参加した研修生の満足度

成果実績 ％

達成度 ％

21年度 22年度 23年度
目標値

（20年度）

99.5% 100.0% 100.0% 99.5%

100.0% 100.5% 100.5%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

法制度整備支援活動の一環として行う国際研修
等に参加した研修生の延人日

活動実績
（当初見
込み）

延人日

21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

1,0851,620 1,665 （1,055）

単位当たり
コスト

9,677（円／延人日） 算出根拠 実質的な研修経費÷延人日

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求

政府開発援助庁費 25 27

政府開発援助外国人招へ
い旅費 8 9

主な増減理由

政府開発援助諸謝金 35 30
国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の施行に伴う諸謝金単価の見直しに伴う減，研
修廃止に伴う減，新規研究等立上げに伴う増，研究会等出席者見直しに伴う減

研修廃止に伴う減，新規研究等立上げに伴う増，印刷物部数及び印刷物単価の実績反映に伴う減

政府開発援助職員旅費 18 22 研修廃止に伴う減，新規研究等立上げに伴う増，実態調査の回数見直しに伴う増

研究につき新規外国人の招へいに伴う増

政府開発援助招へい外国
人滞在費 2 2

政府開発援助情報処理業
務庁費 2 0 調達計画終了に伴う減

計 90 90 ※「日本再生戦略」関連施策（重点要求）　21
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平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 本事業は，日本再生の基本戦略（平成23年12月24日閣
議決定）において，開発途上国に対する法制度整備支援
については，当面，重点的に取り組む施策として位置づ
けられており，国家戦略として，国が実施すべき事業で
あり，かつ優先度の高い事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

予算の執行に当たっては，支出の妥当性，相当性，競争
性を確保するとともに，コスト削減に努め，事業目的に必
要なものに限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

東日本大震災の影響により，一部研修が中止になったた
め，前年度に比して活動実績に落ち込みがあるものの，
成果実績については目標値を達成している。
なお，研修教材等の成果物について，継続的に活用され
ている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となってい
るか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本事業は，アジア諸国の市場経済化を進め，我が国を含むアジア地域の持続的発展を促進させるためには不可欠な事業であり，今後も引
き続き，相手国のニーズを的確に把握して効果的・効率的に支援活動を行うよう，手法・範囲を精査することとしたい。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　研究会等の開催計画等について見直し，その結果を適切に予算に反映すべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，研究会等の開催回数や外部講師の謝金等開催計画を見直し，経費を削減した。（▲１４百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

0069 0064
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※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務総合研究所

55百万円

【一般競争・随意契約】 【諸謝金】 【職員旅費等】 【外国人招へい旅費等】

A.個人Aほか
18百万円

B.(株)メディア
総合研究所ほ

か
21百万円

C.個人
11百万円

D.個人
5百万円

○リンギス
ティックアドバイ
ザー業務

○翻訳謝金等 ○ベトナム司法制
度研究会研究員の
招へい等に係る交
通費等

○ラオス人民民
主共和国におけ
る司法制度及び
その運営調査に
係る交通費等
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金 額
(百万円）

雑役務費 5 諸謝金 7

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ａ.個人A Ｂ.(株)メディア総合研究所

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

リンギスティックアドバイザー業務 翻訳

金 額
(百万円）

費　目

7

C.個人 D.個人G

計 5 計

使　途
金 額

(百万円）

外国旅費
ラオス人民民主共和国における司法
制度及びその運営調査に係る交通費

0
外国人招へい

旅費
ベトナム司法制度研究会研究員の招へいに係
る交通費等

0

費　目 使　途

0計 0 計

D. H.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

計 0 計 0
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支出先上位１０者リスト
A.

B.

企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 77.5

1 個人A（企画競争）

2
(株)さくらプランニング（一
般競争入札）

翻訳業務 3

リンギスティックアドバイザー業務 5

3
（株）プライムステーション
（一般競争入札）

ICDNEWS印刷業務 2

随意契約 -

4
朝日梱包（株）（一般競争
入札）

ICDNEWS等梱包発送業務 2

2 100

3 82.7

随意契約 -

5
（株）紀伊國屋書店（一般
競争入札，少額随契）

6
(株)映像システム（少額随
契）

国際会議室AVシステム点検等作業 0.8

図書管理システム書誌データ入力作業等
1

（0.8）

7
光洋商事(株)（一般競争
入札）

翻訳業務 0.7

随意契約 -

8
(株)会議録研究所（少額
随契）

翻訳業務 0.5

6 64.0

随意契約 -

随意契約 -

9
(株)三栄トラベル（少額随
契）

10
(株)国際サービスエー
ジェンシー（少額随契）

送迎業務 0.3

現地コーディネート業務 0.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

1 (株)メディア総合研究所 翻訳 7

入札者数 落札率

- -

- -

2 (株)翻訳センター

3 個人B 調査委託 1

翻訳 2

4 個人C 調査委託・執筆・講師 1

- -

5 (株)テクボウ 翻訳 0.7

- -

- -

- -

6 個人D

7 個人E 翻訳 0.5

調査委託・出席・翻訳・通訳 0.6

8 個人F 通訳・翻訳 0.5

- -

9 個人G 通訳・翻訳 0.5

- -

- -

10 個人H 翻訳 0.5
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D.

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 個人I 外国人招へいに係る交通費等 0.5

2 個人J 外国人招へいに係る交通費等 0.5

3 個人K

4 個人L 外国人招へいに係る交通費等 0.4

外国人招へいに係る交通費等 0.4

5 個人M 外国人招へいに係る交通費等 0.4

6 個人N 外国人招へいに係る交通費等 0.4

7 個人O

8 個人P 外国人招へいに係る交通費等 0.3

外国人招へいに係る交通費等 0.4

10 個人R 外国人招へいに係る交通費等 0.3

9 個人Q 外国人招へいに係る交通費等 0.3
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事業番号 0073

                       平成２４年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年

昭和３６年度 担当課室 総務企画部総務課
総務企画部副部長

丸山　毅

事業名 国際連合に協力して行う国際協力の推進 担当部局庁 法務総合研究所

会計区分 一般会計 施策名 法務行政における国際化対応・国際協力

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

犯罪の防止及び犯罪者の処遇に関するアジア
及び極東研修所を日本国に設置することに関
する国際連合と日本国政府との間の協定
法務省設置法第４条第３６号
法務省組織令第６１条，第６２条第１項第３号

関係する計画、
通知等

キャパシティ・ビルディング支援に関するＧ８司法・内務閣僚宣
言（平成２０年６月）

予
算
の
状
況

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

国連に協力して行う刑事司法分野での研修・調査研究，刑事政策の推進に有用な情報の発信及びグッドガバナンスの確立・普及
等に向けた技術協力により，アジア・太平洋地域を中心とする国々の刑事司法行政の健全な発展と相互協力の促進，国際犯罪へ
の対策強化等を図り，我が国を含む国際社会の安定と安全の確立に寄与する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国連と日本国政府との間の協定により設立された国連アジア極東犯罪防止研修所を国連と共同して運営し，アジア・太平洋地域
を中心とする国々から捜査，裁判，矯正，保護の各分野の実務家を招へいして，犯罪の防止と犯罪者の処遇・少年非行の防止と
非行少年の処遇に関する国際研修やセミナーを開催するほか，国連が実施する犯罪防止・刑事司法における諸活動に参画し，犯
罪防止と犯罪者の処遇等に関する調査・研究及びその成果の発信・提供を行う。また，東南アジア地域の国々から刑事司法分野
の実務家を招へいして，グッドガバナンスの確立・普及等に向けた地域セミナーを開催する。

106 74

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万
円）

繰越し等 － △ 1

23年度

－

21年度 22年度

補正予算 －

24年度

71 68

25年度要求

当初予算 100

△ 1

1

計 100 104 75 71 68

執行額 94

執行率（％） 94.0% 94.2% 92.0%

98 69

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

犯罪の防止と刑事司法運営の健全な発展のた
めの国際研修等に参加した研修生の満足度

成果実績 ％

達成度 ％

21年度 22年度 23年度
目標値

（20年度）

93.9% 96.0% 97.0% 89.3%

105.2% 107.5% 108.6%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

犯罪の防止と刑事司法運営の健全な発展のた
めの国際研修等に参加した研修員の延人日

活動実績
（当初見
込み）

延人日

21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

4,398 4,531 4,381 （4,300）

単位当たり
コスト

8,193（円／延人日） 算出根拠 実質的な研修経費÷延人日

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求

政府開発援助庁費 29 30

政府開発援助職員旅費 7 8

主な増減理由

政府開発援助諸謝金 14 11
国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の施行に伴う諸謝金単価の見直しに伴う減，研
修廃止に伴う減

役務作業・車両借上げ見直しに伴う減，印刷物の発行部数実績反映に伴う増

政府開発援助情報処理業
務庁費 2 1 消耗品の調達計画見直しに伴う減

グッドガバナンス地域セミナー開催地変更に伴う増

政府開発援助研修生旅費 9 8 グッドガバナンス地域セミナー開催地変更に伴う減

政府開発援助外国人招へ
い旅費 8 8

政府開発援助招へい外国
人滞在費 2 2

計 71 68
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平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

本事業は，主として国連と日本国政府との間で締結され
た協定に従っており，国が実施すべき事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

予算の執行に当たっては，支出の妥当性，相当性，競争
性を確保するとともに，コスト削減に努め，事業目的に必
要なものに限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

前年度に比して活動実績に落ち込みがあるものの，成果
実績については目標値を達成している。
なお，研修教材等の成果物について，継続的に活用され
ている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となってい
るか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本事業は，主として国連と日本国政府との間で締結された協定に従って実施しているものであり，今後も引き続き，効果的・効率的に活動を
行うよう，手法等を精査することとしたい。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　各種調達事案について執行実績を踏まえた見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，車両借上げの回数や業務委託に係る作業について，執行実績を踏まえて見直しを図ることにより，経費を削減し
た。（▲３百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

0070 0065
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※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務総合研究所

65百万円

【一般競争・随意契約】 【諸謝金】 【職員旅費等】 【研修生旅費】

○リンギス
ティックアドバイ
ザー業務

○研修同時通
訳謝金等

○国際研修に参加
する研修生等に係
る交通費等

【外国人招へい旅費等】

A.個人Aほか
29百万円

B.(株)サイマ
ル・インターナ
ショナルほか

12百万円

C.個人
7百万円

D.個人
8百万円

E.個人
9百万円

○国際研修への
招へいに係る交
通費等

○国連犯罪防止
刑事司法委員会
出席に係る交通
費等
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雑役務費 通訳・翻訳

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ａ.個人A Ｂ.（株）サイマル･インターナショナル

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

10リンギスティックアドバイザー業務 5 諸謝金

10計 5 計

C.個人 Ｅ.個人U

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

外国旅費
国連犯罪防止刑事司法委員会出席に
係る交通費等

1
外国人招へい

旅費
国際研修への招へいに係る交通費等 1

金 額
(百万円）

費　目

1

D.個人Ｋ H.

計 1 計

使　途
金 額

(百万円）

研修生旅費
国際研修に参加する研修生に係る交
通費等

0

費　目 使　途

0計 0 計

 
-395-



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

3 82.7

1 個人A（企画競争） リンギスティックアドバイザー業務 5

入札者数 落札率

企画競争 -

1 99.7

2
朝日梱包（株）（一般競争入
札）

3
ヨシダ印刷（株）（一般競争
入札）

リソースマテリアル印刷業務等 3

リソースマテリアル梱包発送業務等 3

4
（株）ケー・デー・シー（一般
競争入札）

コーディネート等業務 3

随意契約 -

5
ヒューマンコム（株）（一般競
争入札）

第８回中央アジア刑事司法制度研修通訳業務 2

2 79.1

2 83.7

随意契約 -

6
レクシスネクシス・ジャパン
（株）（性質随契）

7
（株）サイマル・インターナ
ショナル（少額随契）

第５回グッドガバナンスセミナー同時通訳業務等 1

外国法律文献データベース提供業務 2

1 91.4

8 2 99.0
（株）紀伊國屋書店（一般競
争入札）

外国雑誌定期購読等
1

(1)

随意契約 -

9
（株）土木田商店（一般競争
入札）

10
南観光交通（株）（少額随
契）

研修に係るバス借上げ 0.8

OA機器類備品購入等 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

1
(株)サイマル・インターナ
ショナル

通訳・通訳 10

入札者数 落札率

- -

- -

2 個人Ｂ

3 個人C 講師 0.1

講師 0.1

4 個人Ｄ 講師 0.1

- -

5 個人Ｅ 講師 0.1

6 個人Ｆ

- -

- -

個人Ｇ

講師 0.1

7 講師 0.1

- -

8 個人Ｈ 講師 0.1

- -

- -

- -

9 個人Ｉ

10 個人Ｊ 講師 0

講師 0
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Ｄ.

Ｅ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

1 個人Ｋ 国際研修参加に係る交通費等 0.3

入札者数 落札率

- -

- -

2 個人Ｌ

3 個人Ｍ 国際研修参加に係る交通費等 0.3

国際研修参加に係る交通費等 0.3

4 個人Ｎ 国際研修参加に係る交通費等 0.3

- -

5 個人Ｏ 国際研修参加に係る交通費等 0.2

- -

- -

- -

6 個人Ｐ

7 個人Ｑ 国際研修参加に係る交通費等 0.2

国際研修参加に係る交通費等 0.2

- -

8 個人Ｒ 国際研修参加に係る交通費等 0.2 - -

- -

9 個人Ｓ

10 個人Ｔ 国際研修参加に係る交通費等 0.2

国際研修参加に係る交通費等 0.2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

1 個人Ｕ 外国人招へいに係る交通費等 1

入札者数 落札率

- -

- -

2 個人Ｖ

3 個人Ｗ 外国人招へいに係る交通費等 0.8

外国人招へいに係る交通費等 0.9

4 個人Ｘ 外国人招へいに係る交通費等 0.7

- -

5 個人Ｙ 外国人招へいに係る交通費等 0.7

- -

- -

- -

6 個人Ｚ

7 個人ＡＡ 外国人招へいに係る交通費等 0.6

外国人招へいに係る交通費等 0.7

- -

8 個人ＡＢ 外国人招へいに係る交通費等 0.6 - -

- -

9 個人ＡＣ

10 個人ＡＤ 外国人招へいに係る交通費等 0.5

外国人招へいに係る交通費等 0.6
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事業番号 0074
                       平成２４年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者

事業開始・
終了(予定)年度

昭和３４年度 担当課室 総務企画部総務課
総務企画部副部長

丸山　毅

事業名 法務に関する調査研究 担当部局庁 法務総合研究所

会計区分 一般会計 施策名 法務に関する調査研究

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

法務省設置法第４条第６号
法務省組織例第６１条，第６２条第１項第１号

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８
犯罪被害者基本計画（平成１７年１２月）

予
算
の
状
況

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

検察，裁判、矯正及び更生保護の各分野における諸政策の今日的課題に関して，各分野を横断する幅広い実証的調査・研究を
実施し，刑事政策の立案・実施等に資する基礎資料を提供する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

経常研究として，犯罪の動向・犯罪者の処遇に関する調査・研究を行い，その成果を「犯罪白書」として発表する。特別研究とし
て，法務本省の各局が抱える刑事政策の課題に関する調査・研究を行い，その成果を「研究部報告」等として取りまとめる。

40 34

実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万
円）

繰越し等 0 △ 1

23年度

－

21年度 22年度

補正予算 0

24年度

31 33

25年度要求

当初予算 43

△ 4

1

計 43 35 35 31 33

執行額 34

執行率（％） 79.1% 71.4% 91.4%

25 32

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

調査研究の成果（犯罪白書・研究部報告）が記
事において利用（引用）された本数

成果実績

達成度

本

％

131

21年度 22年度 23年度
目標値

（20年度）

111 132 120

109.2% 92.5% 110.0%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

調査研究（犯罪白書・研究部報告）に係る個別
研究の実施数

活動実績
（当初見
込み）

個

21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

373 373 380 （375）

単位当たり
コスト

84,210（円／個） 算出根拠
平成２３年度執行額÷調査研究（犯罪白書・研究部報告）に係る個別
研究の実施数

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求

職員旅費 4 4

試験研究費 25 27

主な増減理由

諸謝金 2 2

委員等旅費 0 0

計画終了に伴う減，印刷物の部数及び単価の実績反映に伴う減，業務委託等の役務作業の見直しに
伴う減，新規研究立ち上げに伴う増

計 31 33
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平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

0071 0066

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 本事業は，国民の安全を守るため，有効な刑事政策を
立案，検討するための基礎資料の提供を目的とするもの
であって，優先度は高く，また，性質上，その実証的な研
究は，法務省以外の研究機関での実施が著しく困難で
あるため，法務省で行う必要性が高い事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

予算の執行に当たっては，支出の妥当性，相当性，競争
性を確保するとともに，コスト削減に努め，事業目的に必
要なものに限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

達成度は向上しており，ほぼ活動見込どおりの実績と
なっている。
なお，成果物について，継続的に活用されている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっている

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本事業は，法務省関係部局において，諸施策を有効適切に実施するための基礎資料を提供することを目的とするものであり，今後も時宜に
かなった課題を選定するよう努め，調査・研究の内容，手法等を精査することとしたい。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　調査研究について精査・見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，研究資料の発行部数及び印刷物単価等の見直しを図ることにより，経費を削減した。（▲３百万円）
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※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百

万円）

法務総合研究所

32百万円

Ａ　（社）新情報セン
ター等

28百万円

Ｂ　個人
1百万円

Ｃ　個人
0百万円

Ｄ　個人
3百万円

【諸謝金】 【委員等旅費】 【職員旅費等】

犯罪被害実態（暗
数）調査等

研究評価検討委員
会出席に係る交通
費等

外国人少年の犯罪
に関する研究会出
席謝金等

白書に関する資料収
集のための交通費等

【一般競争契約・随意契約】
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費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について
記載する。費目
と使途の双方で
実情が分かるよ

うに記載）

A.　（株）新情報センター E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

雑役務費 犯罪被害実態（暗数）調査 6

金 額
(百万円）

費　目

0

B.　個人A F.

計 6 計

使　途
金 額

(百万円）

会議出席謝金
外国人少年の犯罪に関する研究
会出席謝金

0

費　目 使　途

0計 0 計

C.　個人K G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

委員等旅費
研究評価検討委員会出席に係る交通
費等

0

0

D.　個人P H.

計 0 計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

外国旅費
無差別殺傷事犯の研究における英国
実地調査のための外国出張に係る交
通費等

1

使　途
金 額

(百万円）

計 1 計 0
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

入札者数 落札率

5 99.4

支　出　先

1
（社）新情報センター（一
般競争入札）

犯罪被害実態（暗数）調査　 6

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2
日本アイ・ビ－・エム（株）
（性質随契）

ＩＢＭ　ＳＰＳＳソフトウェア　 5

4 64.4

3
朝日梱包（株）（一般競争
入札）

法務総合研究所研究部報告４３梱包発送料等 2

随意契約

3 82.7

2 96.5

4
新高速印刷株式会社（一
般競争入札）

5
光洋商事（株）（一般競争
入札）

平成２２年版犯罪白書翻訳等業務 1

２０１０年版犯罪白書英文資料印刷 2

6
レクシスネクシス・ジャパ
ン（株）（性質随契）

外国法律文献データベース利用料 1

2 99.0

7
株式会社　アライ印刷（少
額随意契約）

法務総合研究所研究部報告４３印刷 1

随意契約

随意契約

2 59.8

8
株式会社紀伊國屋書店
（一般競争入札）

9
日経印刷（株）（一般競争
入札）

平成２３年版犯罪白書印刷　 1

平成２３年定期外国雑誌等
1

(1)

1 91.410
（株）土木田商店（一般競
争入札）

法務本省各種備品（ＯＡ機器類） 0.6

入札者数 落札率

- -

支　出　先 業　務　概　要

1 個人Ａ 研究会出席等 0.4

支　出　額
（百万円）

2 個人Ｂ 英国出張に関する謝金 0.3

- -

3 個人Ｃ 研究会出席等 0.1

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 研究会出席等 0.1

研究会出席等 0.1

6 個人Ｆ 研究会出席等 0

- -

7 個人Ｇ 研究会出席等 0

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人Ｉ 研究会出席等 0

研究会出席等 0

10 個人Ｊ 研究会出席等 0

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

入札者数 落札率

- -

1 個人Ｋ

2 個人Ｌ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

3 個人Ｍ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

- -

4 個人Ｎ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

5 個人Ｏ 研究評価検討委員会出席に係る交通費等 0

- -

- -

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

- -

1 個人P

2 個人Q 公務出張にかかる交通費等 0.6

公務出張にかかる交通費等 0.8

3 個人R 公務出張にかかる交通費等 0.2

- -

4 個人S 公務出張にかかる交通費等 0.2

- -

- -

- -

5 個人T

6 個人U 公務出張にかかる交通費等 0.1

公務出張にかかる交通費等 0.1

7 個人V 公務出張にかかる交通費等 0.1

- -

8 個人W 公務出張にかかる交通費等 0.1

- -

- -

- -

9 個人X

10 個人Y 公務出張にかかる交通費等 0.1

公務出張にかかる交通費等 0.1
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94.0% 93.8%

％ 102.6% 103.0% 100.2%

96.2% 96.6%

計 379 374

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

298 294

費　目 24年度当初予算

旅費業務に関する標準マニュアルの適用による日当見直しに伴う減，研修人員の見直しに伴う減

庁費 66 67 消耗品の所要数等見直しに伴う減，研修委託の内容見直しに伴う増

職員旅費

諸謝金 15 13 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の施行に伴う諸謝金単価の見直しに伴う減

25年度要求 主な増減理由

千人日 (126)130 131 116

22年度

単位当たり
コスト

3,120（円／延人日） 算出根拠 平成23年度執行額÷延人日

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

法務省職員に対する研修に参加した研修員の
延人日

活動実績
（当初見
込み）

24年度活動見込23年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（20年度）

法務省職員に対する研修に参加した研修員の
満足度

成果実績

達成度

％

21年度

92.1%

21年度 22年度成果指標 単位

執行額 372 393 362

執行率（％） 90.5% 94.2%

374

△ 3 －

417 393

374

補正予算 △ 12

－

計 411

393 379

379

25年度要求23年度 24年度

予
算
の
状
況

当初予算 423 420

繰越し等 － －

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

法務省設置法第４条第３８号
法務省組織令第６１条，第６２条第１項第２号

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

法務省の職員（矯正の事務に従事する職員及び公安調査庁の職員を除く。）に対して，制度改革に伴う業務内容の変化や行政課
題の複雑多様化に対応できるよう，職務上必要な研修を実施する。これによって，職員個々の実務能力や管理能力を向上させ，
組織を効率的に運営し，行政サービスの質を維持・向上することを目的とする。

予算額・
執行額

（単位:百万
円）

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

対象となる法務省の職員は，検察庁職員，法務局職員，保護局関係職員，入国管理局関係職員であり，あらかじめ定められた研
修要綱に基づいて，職員の専門別及び階層別に，研修を実施している。このうち，検察官を除き新任職員及び中堅職員を対象と
する研修については，検察庁，法務局等に委嘱して全国に８か所ある支所で実施し，検察官に対する研修，専門性の高い研修，
幹部職員に対する研修については，本所において，具体的なカリキュラムを策定して実施している。また，研修の実施に必要な研
修教材の整備を行っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

総務企画部副部長
丸山　毅

会計区分 一般会計 施策名 法務行政の円滑かつ効率的な運営

事業開始・
終了(予定）年

昭和３４年度 担当課室 総務企画部総務課

事業番号 0075

                       平成２４年行政事業レビューシート              (法務省)

事業名 法務省職員に対する研修 担当部局庁 法務総合研究所 作成責任者
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平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，研修人員，消耗品の所要数などについて見直しを行い，経費を削減した。（▲４百万円）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　研修内容や研修人員について精査する等，研修計画の見直しを検討し，経費の削減を図るべきである。

○
類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となってい
るか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本事業は，法務省の職員（矯正の事務に従事する職員及び公安調査庁を除く）に対して，あらかじめ定められた研修要綱に基づいて，職員
の専門別及び階層別に実施しているものであり，今後も引き続き，効果的・効率的に研修を行うよう手法等を精査することとしたい。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

東日本大震災の影響により，一部研修が中止になったた
め，前年度に比して活動実績に落ち込みがあるものの，
成果実績については，目標値を達成している。
なお，研修教材等の成果物について，継続的に活用され
ている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

予算の執行に当たっては，支出の妥当性，相当性，競争
性を確保するとともに，コスト削減に努め，事業目的に必
要なものに限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
本事業は，法務省の職員（矯正の事務に従事する職員及び公
安調査庁の職員を除く。）に対して，行政課題等の複雑多用化
等に対応できるよう，職員個々の実務能力を向上させることに
より，組織を効率的に運営し，行政サービスの質を維持・向上
させることを目的としており，その優先度は高く，また，性質上，
法務省以外の機関での実施が著しく困難であるため，法務省
で行う必要性が高い事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

関連する過去のレビューシートの事業番号

0072 0067
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3百万円

○研修講師及び研修事務担当
者に係る交通費等

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

法務総合研究所

362百万円

【一般競争・随意契約】

Ａ．株式会社紀伊國屋書店ほか

54百万円

○研修実施に必要な物品の購入
及び雑役務等

【職員旅費】

Ｂ．個人

【研修旅費】

Ｃ．個人

154百万円
【一般競争・随意契約】

Ｆ．（株）立芝ほか
○研修における入退所等の交通
費等

41百万円

【諸謝金】 ○研修実施に必要な物品の購入及び
雑役務等

Ｄ．個人

6百万円
【研修旅費】

Ｇ．（株）アイエシイ・トラベル
○研修における外部講師への謝
金等

99百万円

【法務総合研究所からの予算配分】
○研修における入退所等の交通費等

Ｅ．東京高等検察庁ほか１８官署

145百万円
【諸謝金】

Ｈ．個人

○地方研修実施に係る交通費等

5百万円

○研修における外部講師への謝金等
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計 0 計 0

東京高等検察庁管内検察事務官中等科研修
講師謝金

0諸謝金 検察事務官高等科研修講師謝金 0 諸謝金

D.個人A H.個人

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

計 0 計 0

研修旅費 法務局高等科研修に係る交通費等 0 研修旅費
東京高等検察庁管内検察事務官中等科研修
に係る交通費等

0

C.個人 G.個人K

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

計 0 計 4

使　途
金 額

(百万円）

職員旅費
検察事務官高等科研修に係る交通費
等

0 雑役務費

8 計

研修の外部委託 4

B.個人 F.（株）インタラック

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

144計

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A..株式会社紀伊國屋書店 E.

消耗品費 研修用図書の購入 8

金 額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

各会計機関への予算配分 144

金 額
(百万円）
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支出先上位１０者リスト
A.

D

研修用教材の印刷 1 随意契約 -

9 （株）有隣堂（少額随契） 研修用書籍の購入 1 随意契約 -

10
株式会社進英プリント（少
額随契）

8
音羽印刷株式会社（少額
随契）

研修用教材の印刷 1

随意契約 -

7
ヨシダ印刷株式会社　東
京支店（少額随契）

研修用教材の印刷 2

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

6
第一法規（株）（少額随
契）

5
NECキャピタルソリュー
ション（株）（当初入札）

パソコン及びプリンタの借上げ 3

研修用書籍の購入 2

4
株式会社ハップ（一般競争
入札）

研修用教材の印刷 3

1 70.8

3
株式会社ケー・デー・シー
（一般競争入札）

研修の外部委託 4

7 48.4

1 71.7

2 98.5

2
（株）ザ・アール教育部（一般
競争入札，少額随契）

1
（株）紀伊國屋書店（一般
競争入札，少額随契）

研修用書籍の購入
18
(9)

研修の外部委託 5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

1 個人A 講師 0.2

入札者数 落札率

- -

- -

2 個人B

3 個人C 講師 0.2

講師 0.2

4 個人D 講師 0.2

- -

5 個人E 講師 0.2

- -

- -

- -

6 個人F

7 個人G 講師 0.1

講師 0.1

8 個人H 講師 0.1

- -

9 個人I 講師 0.1

- -

- -

10 個人J 講師 0.1
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F

H

- -

9 個人S

10 個人T 講師 0.1

講師 0.1

- -

- -

- -

8 個人R 講師 0.1

7 個人Q 講師 0.1

- -

5 個人O

6 個人P 講師 0.2

講師 0.2

- -

- -

- -

4 個人N 講師 0.2

3 個人M 講師 0.2

講師 0.3 - -

入札者数 落札率

1 個人K 講師 0.7 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 個人L

入札者数 落札率

1 73.9

支　出　先

1
（株）インタラック（一般競

争入札）
研修の外部委託 4

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2
（株）立芝（一般競争入

札）
研修用備品購入 2

随意契約 -

3
扶桑電通（株）（一般競争

入札）
研修用パソコン等購入 2

4 61.5

5 69.2

随意契約 -

4
荒川沖ハイヤー株式会社
（少額随契）

5
平出商事（株）（少額随
契）

研修に係る消耗品（文房具等）の購入 1

研修講師の送迎 2

6
北辰映電株式会社（一般

競争入札）
研修用備品購入 1

随意契約 -

7
（有）太陽商工（少額随
契）

研修に係る消耗品（衛生用品等）の購入 0.9

2 74.7

随意契約 -

随意契約 -

8
株式会社　イワナシ（少額
随契）

9
株式会社　三省堂書店
（少額随契）

研修用図書の購入 0.8

研修に係る消耗品（文房具等）の購入 0.9

10
（有）小坂自動車（少額随
契）

研修に係るバス借上げ 0.8 随意契約 -

 
-408-


	0001～0014●【官房分】H24レビューシート
	0001
	0002
	0003
	0003（別紙）
	0004
	0005
	0006
	0007
	0008
	0009

	0010●【訟務部門】H24レビューシート
	0010
	0010（資料）

	0011～0014●【施設課分】H24レビューシート
	0011
	0012
	0013
	0014

	0015～0029●【民事局】H24レビューシート
	0015
	0016
	0017
	0018
	0019
	0020
	0021
	0022
	0023
	0024
	0025
	0026
	0027
	0028
	0029（修正あり）

	0030～0037,H24-0001●【刑事局】H24レビューシート
	0030
	0031
	0032
	0033
	0034
	0035
	0036
	0037
	H24-0001

	0038～0047●【矯正局】H24レビューシート
	0038
	0039
	0040
	0041
	0042
	0043
	0044
	0045
	0046
	0047

	0048～0057●【保護局】H24レビューシート
	0048
	0049
	0050
	0051
	0052
	0053
	0054
	0055
	0056
	0057

	0058～0062●【人権局】H24レビューシート
	0058
	0059
	0060
	0061
	0062

	0063～0071，H24-0002●【入国管理局】Ｈ24レビューシート
	0063
	0064
	0065
	0066
	0067
	0068
	0069
	0070
	0071
	H24-0002

	0072～0075●【法務総合研究所】H24レビューシート
	0072
	0073
	0074
	0075

	0076～0078●【公安調査庁】H24レビューシート
	0076
	0077
	0078

	コピー ～ 0030～0037,H24-0001●【刑事局】H24レビューシート
	0030
	0031
	0032
	0033
	0034
	0035
	0036
	0037
	H24-0001

	コピー ～ 0063～0071，H24-0002●【入国管理局】Ｈ24レビューシート
	0063
	0064
	0065
	0066
	0067
	0068
	0069
	0070
	0071
	H24-0002




